
項　　　　　　　目 現　　　　　　行 改　　　　　　正

第7部　リハビリテ
@　　ーション

通則
（通則の変更）

（注の移動）

（注の移動）

・撫窪翻一
　は、患者1人につき1日

合計4単位（別に厚生労！

働大臣が定める患者につ1

　いては1日合計6単位）

　に限り算定する。

（新設）　→→

（新設）　一牡→

「
4

L

　心太血管疾患リハビリ

テーション料、脳血管疾

患等リハビリテーション

料、運動器リハビリテー

ション料又は呼吸器リハ

ビリテーション料につい

ては、患者の疾患等を勘

案し、最も適当な区分1

つに限り算定できる。こ

の場合、患者の疾患、状

態等を総合的に勘案し、

治療上有効であると医学

的に判断される場合で

あって、患者1人につき

1日6単位（別に厚生労

働大臣が定める患者につ

いては1日9単位）に限

り算定できるものとす
る。

　5　入院中の患者に対し、

　病棟等において早期歩

　行、ADLの自立等を目的

　　とした心大血管疾患リハ

　　ビリテーション料、脳血

　管疾患等リハビリテー
　　ション料、運動器リハビ

　　リテーション料又は呼吸

　器リハビリテーション料

　　を算定すべきリハビリ

　　テーションを行った場合

　　は、ADL加算として1単

　位につき30点を所定点数

　　に加算するものとする。

　6　鋼線等による直達牽

　引、介達牽引又は消炎鎮

　痛等処置を併せて行った

　場合は、心太血管疾患リ

　ハビリテーション料、脳

　血管疾患等リハビリテー

「
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項 目

第1節リハビリテーション料

心疾患リハビリテーション料

（1日につき）

　（区分の削除）

理学療法

　（区分の削除）

現 行 改 正

1注

　　　　　　　　550点　一→

　別に厚生労働大臣が

定める施設基準に適合

　しているものとして地

方社会保険事務局長に

届け出た保険医療機関

において急性心筋梗

塞、狭心症又は開心術

後の患者に対してリハ

　ビリテーションを行っ

た場合に、発症後又は

手術後6月以内に限り

算定する。

　に掲げるものは、心疾

患リハビリテーション

料の所定点数に含まれ

　るものとする。

　イ　心電図検査

　ロ　負荷心電図検査

ハ　呼吸心拍監視

2　第3部検査のうち次

1　理学療法（1）

　イ　個別療法（1単位）

　　　　　　　　　250点

　ロ　集団療法（1単位）

　　　　　　　　　100点

2　理学療法（H）

　イ　個別療法（1単位）

　　　　　　　　　180点

　ロ　集団療法（1単位）

　　　　　　　　　80点

3　理学療法（皿）

　イ　個別療法（1単位）

　　　　　　　　　100点

ション料、運動器リハビ

リテーション料又は呼吸

器リハビリテーション料

の所定点数に含まれるも

のとする。

（削除）

一一」→・　　　（肖1』F余）
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項　　　　　　　目 現　　　　　　　行 改

ロ　集団療法（1単位）

40点

4　理学療法（IV）

イ　個別療法（1単位）

50点

ロ　集団療法（1単位）

35点

注1　1、2及び3につい
ては別に厚生労働大臣

が定める施設基準に適

合しているものとして

地方社会保険事務局長

に届け出た保険医療機

関において行われる場
　　　合に当該基準に係る区lI　　貸に律ってそれぞれ算

定し、4についてはそi

れ以外の保険医療機関1

において行われる場合i

に算定する。

2　個別療法について1

は、患者1人につき1

　日3単位に限り算定す：

　るものとし、別に厚生

労働大臣が定める患者，

以外の患者に対し、1

　月に合計11単位以上

行った場合は、11単位

　目以降のものについて

　は、所定点数の100分

　の70に相当する点数に

　より算定する。

3　集団療法について

　は、患者1人につき1

　日2単位、かつ、1月

　に合計8単位に限り算

　定する。ただし、急性

　発症した脳血管疾患等

　の疾患の患者であって

　発症後180日以内のも

　のについては、1日2

　単位、かつ、1月に合

　計12単位に限り算定す

　る。

4　同一の患者に対し

　て、個別療法と集団療

一190一．
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項　　　　　　　目 現　　　　　　　行
一
「
　
　
改
　
　
　
　
　
　
正
　
1

法を同一日に行った場

合は、個別療法の所定

点数のみにより算定す

る。

5　急性発症した脳血管

疾患等の疾患の患者に

対して、リハビリテー

ション計画を作成し

当該リハビリテーショ

ン計画に基づき、理学

療法（1）（個別療法に

限る。）又は理学療法

（H）（個別療法に限

る。）を行った場合は、

次に掲げる区分に応

じ、早期リハビリテー

ション加算として、そ

れぞれ次に定める点数

（15歳未満の患者に対

して行った場合は、そ

れぞれ次に定める点数

の100分の200に相当す

る点数）を所定点数に

加算するものとする。

この場合において、入

院中の患者に対し、病

棟等において早期歩

行、ADLの自立等を目

的とした理学療法（1）

（個別療法に限る。）又

は理学療法（n）（個別

療法に限る。）を行っ

た場合は、1単位につ

き更に30点を所定点数

に加算するものとす
る。

イ　発症後14日以内に

　行われた場合（1単

　位につき）　　100点

ロ　発症後15日以上30

　日以内の期間に行わ

　れた場合（1単位に

　つき）　　　80点
ハ　発症後31日以上90

　日以内の期間に行わ

　れた場合（1単位に
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項　　　　　　　目 現　　　　　　行 改　　　　　　正　　　1

つき）　　　　30点

6　鋼線等による直達牽

引、介達牽引又は消炎

ﾁ痛等処置を併せて
行った場合は、理学療

法の所定点数のみによ、

　り算定する。

7　区分番号BOOlの17，

　に掲げる慢性疼痛疾患・

管理料を算定する患者i

　に対して行った理学療

講醐
作業療法

　（区分の削除） 1　作業療法（1）

　イ　個別療法（1単位）

　　　　　　　　　250点

　ロ　集団療法（1単位）

　　　　　　　　　100点

2　作業療法（H〉

　イ　個別療法（1単位）

　　　　　　　　　180点

　ロ　集団療法（1単位）

　　　　　　　　　80点

注1　1及び2については
　　別に厚生労働大臣が定

　　める施設基準に適合し

　　ているものとして地方

　　社会保険事務局長に届

　　け出た保険医療機関に

　　おいて行われる場合に

　　当該基準に係る区分に

　　従いそれぞれ算定す

　　る。

　2　個別療法について
　　は、患者1人につき1

一一　　（削除）

日3単位に限り算疋す

るものどし、別に厚生

労働大臣が定める患者

以外の患者に対し、1

月に合計11単位以上

行った場合は、11単位

目以降のものについて

は、所定点数の100分
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項　　　　　　　目 現　　　　　　行 改　　　　　　　正

の70に相当する点数に

より算定する。

3　集団療法について
は、患者1人につき1

日2単位、かつ、1月

に合計8単位に限り算

定する。ただし、急性

発症した脳血管疾患等

の疾患の患者であって

発症後180日以内のも

のについては、1日2

単位、かつ、1月に合

計12単位に限り算定す

　る。

4　同一の患者に対し

　て、個別療法と集団療

　法を同一日に行った場

　合は、個別療法の所定

点数のみにより算定す

　る。

5　急性発症した脳血管

　疾患等の疾患の患者に

　対して、リハビリテー

　ション計画を作成し、

　当該リハビリテーショ　，

　ン計画に基づき、作業

　療法（1）（個別療法に

　限る。）又は作業療法1

　（H）（個別療法に限1

　る。）を行った場合は、…

　次に掲げる区分に応一

　じ、早期リハビリテー一

　ション加算として、そ

　れぞれ次に定める点数

　（15歳未満の患者に対

　して行った場合は、そ

　れぞれ次に定める点数

　の100分の200に相当す

　る点数）を所定点数に

　加算する。この場合に

　おいて、入院中の患者

　に対し、病棟等におい

　て早期歩行、ADLの自

　立等を目的とした作業

　療法（1）（個別療法に

　限る。）又は作業療法
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項 目 現 行 改 正

言語聴覚療法

　（区分の削除）

　（H）（個別療法に限

　る。）を行った場合は、

　1単位につき更に30点

　を所定点数に加算する

　ものとする。

　イ　発症後14日以内に

　　行われた場合（1単，

　　位につき）　100点1

ロ発症御5日以上30
c

　　日以内の期間に行わ，

　　れた場合（1単位にi

　　つき）　　　80点1
　ハ　発症後31日以上go　l

　　日以内の期間に行わ1

　　れた場合（1単位に1

　　つき）　　　30点i
　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　一
1　言語聴覚療法（1）

　イ　個別療法（1単位）

→一　　（削除）

250点

ロ　集団療法（1単位）

100点

2　言語聴覚療法（H）

イ　個別療法（1単位）

180点

ロ　集団療法（1単位）

80点

3言語聴覚療法（皿〉

イ　個別療法（1単位）

100点

ロ　集団療法（1単位）

40点

注1　1、2及び3につい
ては別に厚生労働大臣

が定める施設基準に適

合しているものとして

地方社会保険事務局長

に届け出た保険医療機

関において行われる場

合に算定する。

2　個別療法について

は、患者1人につき1

日3単位に限り算定す

るものとし、別に厚生

労働大臣が定める患者
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項　　　　　　　目 現　　　　　　行 改　　　　　　　正　　　1

以外の患者に対し、1

月に合計11単位以上

行った場合は、11単位

目以降のものについて

は、所定点数の100分

の70に相当する点数に

より算定する。

3　集団療法について

　は、患者1人につき1

　日2単位、かつ、1月

　に合計8単位に限り算，

定する。ただし、急性t

　発症した脳血管疾患等

　の疾患の患者であって

　発症後180日以内のも

　のについては、1日2

　単位、かつ、1月に合

　計12単位に限り算定す

　る。

4　同一の患者に対し
　て、個別療法と集団療

　法を同一日に行った場一

　合は、個別療法の所定

　点数のみにより算定す

　る。

5　急性発症した脳血管

　疾患等の疾患の患者に

　対して、リハビリテー

　ション計画を作成し、

　当該リハビリテーショ

　ン計画に基づき、言語

　聴覚療法（1）（個別療

　法に限る。）又は言語

　聴覚療法（H）（個別療

　法に限る。）を行った1

　場合は、次に掲げる区一

　分に応じ、早期リハビ

　リテーション加算とし

　て、それぞれ次に定め

　る点数（15歳未満の患

　者に対して行った場合

　は、それぞれ次に定め

　る点数の100分の200に

　相当する点数）を所定

　点数に加算する。

　イ　発症後14日以内に

一195一



項 目 現　　　　　　行　　　1 改 　　Eｳ　　　1
4一訟ハ，岨ムゴ出l　i　行われた場合（1単1

　位につき）　　100点1

ロ　発症後15日以上30

　日以内の期間に行わi

　れた場合（1単位に1

　つき）　　　80点i

ハ　発症後31日以上90

　日以内の期間に行わ！

　れた場合（1単位にi
つき）　　30点1
　　　　　　　　　」

（区分の新設）

（区分の新設）

（新設）　一一

（新設）

心大血管疾患リハビリテー

ション料

1　心大血管疾患リハビリ

　テーション料（1）（1単

　位）　　　　　　250点

2　心大血管疾患リハビリ

　テーション料（H）（1単

　位）　　　　　　100点

注　別に厚生労働大臣が定

　める施設基準に適合して

　いるものとして地方社会

　保険事務局長に届け出た

　保険医療機関において、

　別に厚生労働大臣が定め

　る患者に対して個別療法

　であるリハビリテーショ

　ンを行った場合に、当該

　基準に係る区分に従っ

　て、治療開始日から150

　日以内に限り所定点数を

　算定する。ただし、別に

　厚生労働大臣が定める患

　者であって、治療を継続

　することにより状態の改

　善が期待できると医学的

し
に判断される場合には、

150日を超えて所定点数

を算定することができ

る。

÷隣郷一
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項　　　　　　　目 現　　　　　　行 改　　　　　　　正

1　脳血管疾患等リハビリ

テーション料（1）（1単

位）　　　　　　250点

2　脳血管疾患等リハビリ

テーション料（H）（1単

位）　　　　　　100点

注　別に厚生労働大臣が定

める施設基準に適合して

いるものとして地方社会

保険事務局長に届け出た・

保険医療機関において、i

別に厚生労働大臣が定め…

る患者に対して個別療法！

であるリハビリテーショ　：

ンを行った場合に、当該t

基準に係る区分に従っ，

て、それぞれ発症、手術

又は急性増悪から180日

以内に限り所定点数を算

定する。ただし、別に厚

生労働大臣が定める患者

であって、治療を継続す

ることにより状態の改善

が期待できると医学的に

判断される場合には、

180日を超えて所定点数一

を算定することができ

る。

一

（区分の新設） （新設）　一←→

1未P萸争1扮1司1艮IJ由りロコノ』

保険医療機関において、

別に厚生労働大臣が定め

る患者に対して個別療法

であるリハビリテーショ

運動器リハビリテーション1

料

1　運動器リハビリテー
　ション料（1）（1単位〉

　　　　　　　　　180点

2　運動器リハビリテー
　ション料（H）（1単位）

　　　　　　　　　80点

注　別に厚生労働大臣が定

　める施設基準に適合して

　いるものとして地方社会

　保険事務局長に届け出た
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項　　　　　　　目 現　　　　　　　行 改　　　　　　正

ンを行った場合に、当該

基準に係る区分に従っ

て、それぞれ発症、手術

又は急性増悪から150日

以内に限り所定点数を算

定する。ただし、別に厚

生労働大臣が定める患者

であって、治療を継続す

ることにより状態の改善

が期待できると医学的に

判断される場合には、

150日を超えて所定点数

を算定することができ

る。

（区分の新設） （新設）

一
呼吸器リハビリテーション

料

1　呼吸器リハビリテー
　ション料（1〉（1単位）

　　　　　　　　　180点

2　呼吸器リハビリテー
　ション料（n）（1単位）

　　　　　　　　　　80点

注　別に厚生労働大臣が定

　める施設基準に適合して

　いるものとして地方社会

　保険事務局長に届け出た

　保険医療機関において、

　別に厚生労働大臣が定め

　る患者に対して個別療法

　であるリハビリテーショ

　ンを行った場合に、当該

　基準に係る区分に従っ

　て、治療開始日から90日

　以内に限り所定点数を算

　定する。ただし、別に厚

　生労働大臣が定める患者

　であって、治療を継続す

　ることにより状態の改善

　が期待できると医学的に

　判断される場合には、90

　日を超えて算定すること

　ができる。
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i　　項　　　　　　目 『　現　　　　　　　行 改　　　　正　　1

リハビリテーション総合計画

評価料

　（注の変更） 注　理学療法（1）又は作業

　療法（1）に係る別に厚生

　労働大臣が定める施設基

　準に適合しているものと

　して地方社会保険事務局

　長に届出を行っ’た保険医，

　療機関において、医師、

　看護師、理学療法士、作

　業療法士等が共同してリ

　ハビリテーション計画を

　策定し、当該計画に基づ

　き理学療法を算定すべき

　理学療法又は作業療法を

　算定すべき作業療法をt

　行った場合に、入院中の

　患者については入院初月

　並びに当該月から起算し

　て2月、3月及び6月の
　各月に限り、入院中の患

　者以外の患者については

　当該理学療法又は作業療

　法を最初に実施した月並

　びに当該月から起算して

　2月、3月及び6月の各

　月に限り、患者1人につ

　きそれぞれ1月に1回を

　限度として算定する。

一

」

注　心大血管疾患リハビリ

　テーション料（1）、脳血

　管疾患等リハビリテー

　ション料（1）、運動器リ

　ハビリテーション料（1）

　又は呼吸器リハビリテー、

　ション料（1）に係る別に一

　厚生労働大臣が定める施

　設基準に適合しているも

　のとして地方社会保険事

　務局長に届出を行った保

　険医療機関において、医

　師、看護師、理学療法士、

　作業療法士、言語聴覚士：

　等の多職種が共同してリ　’

　ハビリテーション計画を

　策定し、当該計画に基づ

　き心太血管疾患リハビリ

　テーション料、脳血管疾

　患等リハビリテーショント

　料、運動器リハビリテー

　ション料又は呼吸器リハ

　ビリテーション料を算定

　すべきりハビリテーショ

　ンを行った場合に、入院…

　中の患者については入院

　初月並びに当該月から起

　算して2月、3月及び6
　月の各月に限り、入院中

　の患者以外の患者につい

　ては当該リハピリテー
　ションを最初に実施した

　月並びに当該月から起算

　　して2月、3月及び6月

　の各月に限り、患者1人

　　につきそれぞれ1月に1

　　回を限度として算定す

　　る。
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@（算定要件の緩和） 注　摂食機能障害を有する

@患者に対して、30分以上

@行った場合に限り、1月

@に4回を限度として算定

注　摂食機能障害を有する

@患者に対して、30分以上

@行った場合に限り、1月

@に4回を限度として算定

摂食機能療法（1日につき）
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項　　　　　　　目 現　　　　　　　行 改　　　　　　　正

する。 1　する。ただし、治療開始
　
I
　
I
　
t
　
1
」

　　日から起算して3月以内；　　の患者については、1日

P
　
に
つ
き
算
定
で
き
る
。
1
一
＿

障害児（者）リハビリテー（区分の新設） （新設）

ション料（1単位）

1　6歳未満の患者の場合

i　　　　　　　　190点

　者の場合　　　　140点

　　　　　　　　　　100点

　める施設基準に適合する

　　ものとして地方社会保険

　事務局長に届け出た保険

　医療機関において、児童

　福祉法（昭和22年法律第

　164号）第43条の3及び

　第43条の4に規定する肢

　体不自由児施設及び重症

　心身障害児施設又は同法

　第27条第2項に規定する

　国立高度専門医療セン
　　ター及び独立行政法人国

　立病院機構の設置する医

　療機関であって厚生労働

　大臣の指定するものの入

　所者又は通所者であっ
　　て、別に厚生労働大臣の

　定める患者に対して、個

　　別療法であるリハビリ

　　テーションを行った場合

　　に、患者1人につき1日

　　6単位まで算定する。

2　6歳以上18歳未満の患

　3　18歳以上の患者の場合

注　別に厚生労働大臣が定一

L
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